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1. 地域の循環型社会形成を推進するための基本的な事項 

(1) 対象地域 

構成市町名：酒田市、庄内町、遊佐町 

面   積：1,060.54 km2 

人   口：131,312 人 （令和 4年 3月 31 日現在） 

備   考：山村地域（一部（酒田市の旧八幡町地域、旧平田町地域、庄内町の旧立川町地域）） 

豪雪地域（一部（酒田市の旧八幡町地域、庄内町の旧立川町地域を除く全域）） 

特別豪雪地域（一部（酒田市の旧八幡町地域、庄内町の旧立川町地域）） 

過疎地域（一部（酒田市の旧八幡町地域、旧松山町地域、旧平田町地域、遊佐町

全域、庄内町全域）） 

 

（内 訳） 

市町村名 酒田市 庄内町 遊佐町 合計 

面積（km2） 602.98 249.17 208.39 1,060.54 

人口（人） 98,182 20,157 12,973 131,312 

 

 
図1 対象地域図 

 ※別添資料 1に関係施設の位置図を示す。  
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(2) 計画期間 

本計画は、令和 5年 4月 1日から令和 11年 3月 31 日までの 6年間を計画期間とする。なお、

目標の達成状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要な場合には計画を見直すものとする。 

 

(3) 基本的な方向 

酒田地区広域行政組合（以下、「本組合」という。）は、山形県北西部に位置する酒田市、庄内

町、遊佐町の 1 市 2 町により構成され、主に管内での一般廃棄物処理業務及び消防業務を行っ

ている。 

本組合は、この一般廃棄物の処理に関する責任を果たすため、構成市町から収集された一般

廃棄物の中間処理、し尿処理、最終処分を行っている。 

本組合のし尿処理施設は供用開始後 30年以上経過し、施設の老朽化が著しく、し尿・浄化槽

汚泥等の搬入量も当初の計画処理量と比較して減少し、搬入性状も変化していることから、老

朽化した既存施設を汚泥再生処理センターに更新し、し尿等の適正処理を継続するとともに、

汚泥の資源化有効利用に努めていくものとする。 

また、本組合の最終処分場は令和 3 年度に実施した残余容量調査結果によると、埋立残余容

量は約 51,850ｍ3となっており、令和 12年度内に満杯になると見込まれている。よって、令和

12 年度内の供用開始を目標に、次期最終処分場の計画を進めている。 

 

(4) 広域化処理の検討状況 

山形県では、平成 27年度に、平成 28年度からの 10 年間で各処理施設の整備を概ね完了する

とともに、長期的な視点での既存処理施設の効率的な更新計画と運営管理計画を取り入れた「第

三次山形県生活排水処理施設整備基本構想」（以下、「三次構想」という。）を策定したが、社会・

経済情勢の変化等から平成 30年 1月に総務省、農林水産省、水産庁、国土交通省及び環境省か

ら、「広域化・共同化」のさらなる推進を求められたことなどを踏まえ、令和 2年度に三次構想

を見直ししている。三次構想では、地理的要因及び歴史的文化圏から県内を「村山ブロック、

最上ブロック、置賜ブロック、庄内ブロック」の 4ブロックに分けており、広域化･共同化計画

もこのブロックを基本として検討している。なお、本組合の構成市町は庄内ブロックに位置し

ている。 

本組合の構成市町においては、農集排施設の統廃合や下水道接続、公共下水道の統廃合や流

域下水道への接続等が計画されており、更新する汚泥再生処理センターについては、下水道投

入方式を採用し、処理水を下水道に放流する計画である。 
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(5) プラスチック資源の分別収集及び再商品化に係る実施内容 

本組合では、プラスチック資源のうち、ペットボトルは資源化しているが、プラスチック製

容器包装やプラスチック使用製品等のプラスチック資源については可燃ごみとして焼却処理し

ている。 

今後は、令和 16年度開始を目途に実施するプラスチック製容器包装及びプラスチック使用製

品の一括回収及び再商品化のための体制や施設整備、住民への啓発方法について、構成市町と

ともに検討していくこととする。 
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2. 循環型社会形成推進のための現状と目標 

(1) 一般廃棄物等の処理の現状 

令和 5年度の一般廃棄物の処理状況及び排出量を図 2に示す。 

 

 

図2 一般廃棄物の処理状況フロー（令和 5年度） 

 

(2) 生活排水の処理の現状 

令和 3年度の生活排水の処理状況及びし尿・浄化槽汚泥等の排出量を図 3に示す。 

 

 

図3 生活排水の処理状況フロー（令和 3年度） 

集 団 回 収 量 総 資 源 化 量

557 t 5,840 t

処 理 残 さ 量

7,353 t

排 出 量 計 画 処 理 (16.4%)

44,955 t 44,955 t

(100.0%) 減 量 化 量

35,770 t

(79.6%)

自 家 処 理 量 最 終 処 分 量

0 t 3,901 t

(8.7%)

直接最終処分量

0 t

(0.0%)

中間処理量

43,123 t

(95.9%) 処理後最終処分量

3,901 t

(8.7%)

直接資源化量

1,832 t 処理後再生利用量

(4.1%) 3,451 t

(7.7%)

公共下水道

93,123 人 (70.9%)

処　理　人　口 集落排水施設等

115,821 人 (88.2%) 18,382 人 (14.0%)

合併処理浄化槽等 浄化槽汚泥発生量

総　人　口 4,316 人 (3.3%) 13,410 kL/年

単独処理浄化槽

11,159 人 (8.5%)

未 処 理 人 口 汲取し尿 し尿発生量

15,491 人 (11.8%) 4,332 人 (3.3%) 3,820 kL/年

自家処理

0 人 (0.0%)

※端数処理により、割合・合計が合わないことがある。

※集落排水施設には簡易排水施設も含む。

131,312 人 (100.0%)
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(3) 一般廃棄物等の処理の目標 

一般廃棄物処理については、循環型社会の実現を目指して、減量化、再生利用に関する目標

を表 1のとおり定め、それぞれの施策に取り組んでいくものとする。 

 

表1 減量化・再生利用に関する現状と目標 

 

 

 

図4 目標達成時の一般廃棄物の処理状況フロー（令和 11 年度） 

事業系 総排出量 12,350 ﾄﾝ 11,940 ﾄﾝ (R5比 -3.3%)

１事業所当たりの排出量※2 1.79 ﾄﾝ/事業所 1.73 ﾄﾝ/事業所 (R5比 -3.4%)

生活系 総排出量 32,605 ﾄﾝ 30,591 ﾄﾝ (R5比 -6.2%)

１人当たりの排出量※3 228 kg/人 214 kg/人 (R5比 -6.1%)

合　計 事業系生活系排出量 44,955 ﾄﾝ 42,531 ﾄﾝ (R5比 -5.4%)

再生利用量 直接資源化量 1,832 ﾄﾝ (4.1%) 1,972 ﾄﾝ

総資源化量（集団回収量含む） 5,840 ﾄﾝ (12.8%) 5,810 ﾄﾝ

13,448 MWh 13,448 MWh

5,469 GJ 5,469 GJ

最終処分量 埋立最終処分量 3,901 ﾄﾝ (8.7%) 3,696 ﾄﾝ

※1　排出量は現状に対する増減割合、直接資源化量・埋立最終処分量は排出量に対する割合、

　　 総資源化量は排出量＋集団回収量に対する割合

※2　（１事業所当たりの排出量）＝｛（事業系ごみの総排出量）－（事業系ごみの資源ごみ量）｝/（事業所数）

※3　（１人当たりの排出量）＝｛（生活系ごみの総排出量）－（生活系ごみの資源ごみ量）｝/（人口）

《用語の定義》

排 出 量 ：事業系ごみ、生活系ごみを問わず、出されたごみの量（集団回収されたごみを除く。）[単位：トン]

総資源 化量 ：集団回収量、直接資源化量、中間処理後の再生利用量の和[単位：トン]

最終処 分量 ：埋立処分された量[単位：トン]

エネルギー
回 収 量

エネルギー回収量
（年間の発電電力量及び熱利用量）

(8.7%)

エネルギー回収量：エネルギー回収施設において発電された年間の発電電力量[単位：MWh]及び熱利用量[単位：GJ]

指　　　標 現　状(割合)※1

（令和5年度）
目　標(割合)※1

（令和11年度）

排 出 量

(4.6%)

(13.5%)

集 団 回 収 量 総 資 源 化 量

634 t 5,810 t

処 理 残 さ 量

6,900 t

排 出 量 計 画 処 理 (16.2%)

42,531 t 42,531 t

(100.0%) 減 量 化 量

33,659 t

(79.1%)

自 家 処 理 量 最 終 処 分 量

0 t 3,696 t

(8.7%)

3,696 t

(8.7%)

直接最終処分量

0 t

(0.0%)

(4.6%) 3,204 t

(7.5%)

中間処理量

40,559 t

(95.4%) 処理後最終処分量

直接資源化量

1,972 t 処理後再生利用量
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表 1補足 市町ごとの減量化・再生利用に関する現状と目標 

 

  

事業系 総排出量 10,338 10,114 (-2.2%)

1事業所当たりの排出量 1.90 1.86 (-2.1%)

生活系 総排出量 24,130 23,058 (-4.4%)

1人当たりの排出量 226 212 (-6.2%)

合計 事業系生活系排出量合計 34,468 33,172 (-3.8%)

直接資源化量 1,281 トン (3.7%) 1,378 トン (4.2%)

総資源化量 4,310 トン (12.4%) 4,336 トン (12.9%)

2,999 トン (8.7%) 2,893 トン (8.7%)

事業系 総排出量 1,322 1,192 (-9.8%)

1事業所当たりの排出量 1.53 1.38 (-9.8%)

生活系 総排出量 5,441 4,794 (-11.9%)

1人当たりの排出量 255 239 (-6.3%)

合計 事業系生活系排出量合計 6,763 5,986 (-11.5%)

直接資源化量 226 トン (3.3%) 237 トン (4.0%)

総資源化量 904 トン (13.1%) 853 トン (13.8%)

585 トン (8.7%) 520 トン (8.7%)

事業系 総排出量 690 634 (-8.2%)

1事業所当たりの排出量 1.17 1.08 (-7.7%)

生活系 総排出量 3,034 2,739 (-9.7%)

1人当たりの排出量 204 188 (-7.8%)

合計 事業系生活系排出量合計 3,724 3,373 (-9.4%)

直接資源化量 325 トン (8.7%) 357 トン (10.6%)

総資源化量 626 トン (16.8%) 621 トン (18.4%)

316 トン (8.5%) 283 トン (8.4%)

指　　　　　標
現状（割合） 目標（割合）
（令和5年度） （令和11年度）

庄内町 トン トン

酒田市 トン トン

トン/事業所 トン/事業所

トン トン

kg/人 kg/人

トン トン

埋立最終処分量

遊佐町 トン トン

トン/事業所 トン/事業所

トン トン

kg/人 kg/人

トン トン

埋立最終処分量

トン/事業所 トン/事業所

トン トン

kg/人 kg/人

トン トン

埋立最終処分量
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(4) 生活排水の処理の目標 

生活排水処理については、表 2 に掲げる目標のとおり、公共下水道への接続及び合併処理浄

化槽等の整備等を進めていくものとする。 

 

表2 生活排水処理に関する現状と目標 

 

 
 

 
図5 目標達成時の生活排水の処理状況フロー（令和 11年度） 

 

1,974

9.6%

77.5%95,305 人

11,844 人

3,765 人 3.1%

9.8%12,031 人

122,945 人

合　　　計 17,230 kL/年 kL/年14,094

12,120

100.0%

し尿
・

汚泥
の量

汲取りし尿量 3,820 kL/年 kL/年

浄化槽汚泥量 13,410 kL/年 kL/年

未処理人口 15,491 人 11.8%

合　　　計 131,312 人 100.0%

合併処理浄化槽等 4,316 人 3.3%

全 体 令和3年度実績 令和11年度目標

処

理
形

態
別

人
口

公共下水道 93,123 人 70.9%

集落排水施設等 18,382 人 14.0%

公共下水道

処　理　人　口 集落排水施設等

一部

合併処理浄化槽等 浄化槽汚泥発生量

総　人　口

単独処理浄化槽

未 処 理 人 口 汲取し尿人口 し尿発生量

自家処理人口

0 人 (0.0%)

3,765 人

(9.6%)11,844 人

(77.5%)95,305 人

1,974 kL/年

12,120 kL/年

(90.2%)110,914 人

(2.0%)2,438 人

(7.8%)9,593 人

(3.1%)

(100.0%)

※集落排水施設には簡易排水施設も含む。

※集落排水施設から発生する一部の汚泥は浄化槽汚泥同様に汚泥再生処理センターで処理する。

※端数処理により、割合・合計が合わないことがある。

122,945 人

(9.8%)12,031 人
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表 2 補足 市町ごとの生活排水処理に関する現状と目標 

 
※ 端数処理により、割合・合計が合わないことがある 

全 体

3.3%

8,922 人

93,466 人

1,272

10,205

11,477

1.3%230 人

12,962 人 72.7%

19.9%3,558 人

1,034

763

271

17,835 人

6.1%1,085 人

17.4%2,024 人

1,583

1,152

431

11,644 人

合　　　計 2,357 kL/年 kL/年

79.6%74,386 人

68.3%7,957 人

1,131 人

532 人

100.0%

し尿

・
汚泥

の量

汲取りし尿量 884 kL/年 kL/年

浄化槽汚泥量 1,473 kL/年 kL/年

未処理人口 2,951 人 22.7%

合　　　計 12,973 人 100.0%

1,259 人 9.7% 9.7%

合併処理浄化槽等 669 人 5.2% 4.6%

合　　　計 1,608 kL/年 kL/年

遊

佐

町

処

理

形
態

別

人

口

公共下水道 8,094 人 62.4%

集落排水施設等

100.0%

し尿
・

汚泥
の量

汲取りし尿量 551 kL/年 kL/年

浄化槽汚泥量 1,057 kL/年 kL/年

1.8%

未処理人口 1,859 人 9.2%

合　　　計 20,157 人 100.0%

庄
内

町

処
理

形

態
別

人
口

公共下水道 14,109 人 70.1%

集落排水施設等 3,818 人 18.9%

合併処理浄化槽等 371 人

10,879 kL/年 kL/年

合　　　計 13,265 kL/年 kL/年

合　　　計 98,182 人 100.0% 100.0%

し尿

・
汚泥

の量

汲取りし尿量 2,386 kL/年 kL/年

浄化槽汚泥量

7.7%

合併処理浄化槽等 3,276 人

未処理人口 10,681 人 10.9%

7,155 人

3,003 人 3.2%

9.5%

令和3年度実績 令和11年度目標

酒

田
市

処

理
形

態

別
人

口

公共下水道 70,920 人 72.2%

集落排水施設等 13,305 人 13.6%
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3. 施策の内容 

(1) 発生抑制、再使用の推進 

 ごみ処理の有料化 

構成市町では、ごみ処理の有料化の導入を行っていないため、他事例における有料化の導

入によるごみ減量等の効果の調査について検討する。 

組合では、費用負担の公平性確保のため、ごみ処理手数料の料金改定について適宜検討を

行う。 

 

 環境教育・普及啓発 

小学生や自治体等に施設見学を通じ、リサイクルに向けた情報提供、普及啓発を行う。ま

た、構成市町では集団回収や拠点回収の促進に取り組む。 

 

 ごみ分別の推進 

構成市町とともにごみ出しカレンダー、広報誌、ホームページなどインターネットを用い

た情報発信や施設見学を通じ、分別の徹底に向けた普及啓発を行う。また、燃やすごみや不

燃ごみに含まれる資源物の分別排出を推進し、再資源化の取り組みを促していく。 

 

 生活雑排水の汚濁負荷低減対策 

家庭等から排出される汚濁負荷量の削減のため、構成市町の関係部局と整合を図り、以下

のような啓発活動の強化を図る。 

・汚濁負荷量削減の必要性をホームページ、パンフレット、ポスター、広報等により周知 

・廃食用油を回収する廃油ポットの設置を周知 

・調理くずを回収する三角コーナーの設置や微細目ストレーナーの排水口への設置を周知 

・皿または調理器具に付着した廃食用油をキッチンペーパー等で拭き取ることを周知 

・無リン洗剤、せっけんの使用等を周知 

また、公共下水道及び農業集落排水施設の整備区域以外の地域においては、浄化槽管理の

普及を促進するとともに、関係機関と連携し適正な維持管理や保守点検、清掃及び法定検査

を徹底するよう指導していく。 
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(2) 処理体制 

ア. 生活系ごみの処理体制の現状と今後 

分別区分と処理方法は次頁表 3 に示すとおり、今後も現状どおりの処理体制を継続する。

一方で、本組合では、プラスチック製容器包装やプラスチック使用製品等のプラスチック資

源については可燃ごみとして焼却処理しているため、今後は令和 16 年度を目途に、構成市町

において検討するプラスチック資源の分別収集に合わせた再商品化の実施方法について、次

期リサイクル施設建設の整備あるいは既存施設の基幹改良工事等を実施することで対応する

こととする。 

なお、既存最終処分場が令和 12 年度中に埋立完了予定であるため、最終処分場の整備を先

行することとする。 

 

イ. 事業系ごみの処理体制の現状と今後 

今後も、産業廃棄物を除く事業系ごみは、生活系ごみの分別区分に準じて処理・処分を行

うものとする。
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表3 生活系ごみの分別区分と処理方法の現状と課題 

 

 

 

一次処理 二次処理

溶 融
酒田地区広域行政組合

ごみ処理施設
溶 融

酒田地区広域行政組合
ごみ処理施設

スラグ・鉄分・バラアルミ　：再資源化
焼却残渣（処理灰・不燃物）：埋立

破 砕
選 別

酒田地区広域行政組合
粗大ごみ処理施設

破 砕
選 別

酒田地区広域行政組合
粗大ごみ処理施設

破砕・選別残渣（鉄類以外）：焼却
資源物（鉄類）　　　　　　：再資源化

金 属 類 ・か ん類 金 属 類 ・か ん類

び ん 類 び ん 類

ペ ッ ト ボ ト ル ペ ッ ト ボ ト ル

水 銀 を 含む ごみ 水 銀 を 含む ごみ

埋 立 ご み 埋 立 ご み

再資 源化
民間事業者
（委託）

再資 源化
民間事業者
（委託）

－

再資 源化
民間事業者
（委託）

再資 源化
民間事業者
（委託）

－

再資 源化 個人 再資 源化 個人 －

紙 類 資 源 紙 類 資 源

自 家 処 理 自 家 処 理

選 別
圧 縮

酒田地区広域行政組合
リサイクルセンター

埋立物・選別残渣：埋立
可燃物・選別粗大：焼却
資源物　　　　　：再資源化

廃 食 用 油 廃 食 用 油

燃 や す ご み 燃 や す ご み

粗 大 ご み 粗 大 ご み

不
燃
ご
み

選 別
圧 縮

酒田地区広域行政組合
リサイクルセンター

不
燃
ご
み

現　状　（令和5年度） 今　後　（令和11年度）

酒田地区広域行政組合
（酒田市・庄内町・遊佐町）

酒田地区広域行政組合
（酒田市・庄内町・遊佐町）

分別区分 処理方法 処理施設等 分別区分 処理方法
処理施設等
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ウ. 生活排水処理の現状と今後 

生活排水については、住民の快適な生活環境の確保と公共用水域の水質保全のため、公共

下水道や農業集落排水施設等の集合処理施設による処理を中心に据え、構成市町の関係部局

と整合を図りつつ、面的整備の推進と整備済区域内での接続率の向上を推進する。 

また、集合処理施設の整備区域外では、構成市町の関係部局と整合を図りつつ、合併処理

浄化槽の設置・転換を促進する。 

し尿、浄化槽汚泥については、現在、酒田地区広域行政組合のし尿処理施設において処理

し、生じた汚泥を脱水・乾燥後、組合のごみ焼却施設で焼却後、焼却灰を埋立処分している

が、施設の老朽化、搬入量の減少及び搬入物の性状の変動に対応するため、汚泥再生処理セ

ンターとして更新し、し尿、浄化槽汚泥等の適正処理の継続を図るとともに、助燃剤化を行

い、汚泥の資源化有効利用を進める。 
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(3) 処理施設等の整備 

ア. 廃棄物処理施設 

上記（2)を踏まえ、表 4のとおり必要な施設整備を行う。 

 

表4 整備する処理施設 

事

業 

番

号 

整備施設種類 

施設名 
事業名 処理能力 設置予定地 

事業期

間 

国土 

強靭化 

プラ要件化

の経過措置

の適用事業 

1 

汚泥再生処理セ

ンター 

酒田地区広域行

政組合汚泥再生

処理センター 

汚泥再生処

理センター

整備事業 

47kL/日 

山形県酒田市

広栄町三丁目

133 番地（酒田

市所有地） 

R7～R10 ― ― 

2 

最終処分場 

酒田地区広域行

政組合（第２期）

最終処分場 

（第２期）

最終処分場

整備事業 

90,000 ㎥ 

山形県酒田市

北沢字鷹尾山

１番地の 610

番地 

R7～R10 

(R7～

R11) 

― ― 

3 

リサイクルセン

ター 

酒田地区広域行

政組合リサイク

ルセンター 

リサイクル

センター整

備事業 

未定 未定 

－ 

(R12～

R15) 

(予定) 

― ― 

（整備理由） 

事業番号 1  し尿処理施設の老朽化、し尿処理汚泥の再生利用促進 

事業番号 2  埋立満了に伴う最終処分場の増設 

事業番号 3  プラスチック使用製品廃棄物の分別収集及び再商品化実施のため 

 

(4) 施設整備に関する計画支援事業 

（3）の施設整備に先立ち、表 5のとおり計画支援事業を行う。 

 

表5 実施する計画支援事業 

事

業

番

号 

事業名 事業内容 事業期間 

プラ要件化

の経過措置

の適用事業 

1 

汚泥再生処理センター整備事業

（事業番号 1）に係る地質調査業務 
地質調査 R5 ― 

汚泥再生処理センター整備事業

（事業番号 1）に係る施設整備基本

計画等策定業務 

施設整備基本計画策定 

PFI 等導入可能性調査 
R5 ― 

汚泥再生処理センター整備事業

（事業番号 1）に係る生活環境影響

調査業務 

生活環境影響調査 R5～6 ― 
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汚泥再生処理センター整備事業

（事業番号 1）に係る発注支援業務 
発注支援業務 R6～7 ― 

2 

（第２期）最終処分場整備事業（事

業番号 2）に係る基本設計等業務 

測量業務、地質調査業務、生活環

境影響調査業務、基本設計業務 
R7 ― 

（第２期）最終処分場整備事業（事

業番号 2）に係る実施設計業務 
実施設計業務 R8 ― 

3 

リサイクルセンター整備事業（事

業番号 3）に係る施設整備基本計画

等策定業務 

施設整備基本計画策定、PFI 等導

入可能性調査測量業務、地質調査

業務、生活環境影響調査業務、基

本設計業務、実施設計業務 

R9～10 

(R9～12) 

(予定) 

― 

 

(5) その他の施策 

その他、地域の循環型社会を形成する上で、次の施策を実施していく。 

ア. 不法投棄対策 

構成市町とともに住民及び事業者に適切なごみの処理について周知・啓発を行い、不法投棄

の抑制に努める。 

なお、不法投棄物については、市町にて、行為者、土地の管理者及び地域住民の理解と協力

のもと撤去を進める。 

 

イ. 浄化槽の適正な維持管理 

構成市町の関係部局と整合を図りつつ、浄化槽管理者等に対し、適正な保守点検・清掃の

実施、定期検査の受検等の重要性を啓発し、理解・浸透を図っていく。 

また、単独処理浄化槽については、構成市町の関係部局と整合を図りつつ、合併処理浄化

槽等への転換を指導し、生活排水の適正処理を推進していく。 

 

ウ. 災害時の廃棄物・し尿及び浄化槽汚泥の処理に関する事項 

構成市町が策定した災害廃棄物処理計画を踏まえ、災害時に発生する廃棄物・し尿及び浄

化槽汚泥の広域的処理体制の確保を図るため、地域内及び周辺地域との連携体制を構築して

いく。 
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4. 計画のフォローアップと事後評価 

(1) 計画のフォローアップ 

毎年、計画の進捗状況を把握し、その結果を構成市町及び組合の広報等により公表するとと

もに、必要に応じて構成市町、山形県及び国と意見交換をしつつ、計画の進捗状況を勘案し、

計画の見直しを行う。 

 

(2) 事後評価及び計画の見直し 

計画期間終了後、処理状況の把握を行い、その結果が取りまとまった時点で、速やかに計画

の事後評価、目標達成状況の評価を行う。 

また、評価の結果を公表するとともに、評価結果を次期計画策定に反映させるものとする。 

なお、計画の進捗状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要に応じ計画を見直すものとす

る。 
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添付資料 

添付資料１ 対象地域図 

 

  

記号 施設名称 竣工 施設概要

1
酒田地区広域行政組合
ごみ処理施設

平成14年3月
処理能力：196t/日（98t/日×2炉）
処理方式：流動床式ガス化溶融炉

2
酒田地区広域行政組合
粗大ごみ処理施設

平成14年3月
処理能力：12t/5h（破砕 15.8t、手選別 4.2t）
処理方式：併用施設

3
酒田地区広域行政組合
ストックヤード

平成25年1月 貯留容量：318m
3
（510t）

処理方式：貯留

4
酒田地区広域行政組合
し尿処理施設

平成元年10月
処理能力：180kL/日
処理方式：高負荷脱窒素処理方式

5
酒田地区広域行政組合
リサイクルセンター

平成元年10月
処理能力：40t/5h
処理方式：圧縮梱包方式

6
酒田地区広域行政組合
最終処分場

平成3年3月
埋立面積：34,000m2

埋立容量：368,067.27m3
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添付資料２－１ 人口推移（ごみ） 

 

 

添付資料２－２ 人口推移（生活排水） 

  

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

令和

1年度

令和

2年度

令和

3年度

令和

4年度

令和

5年度

令和

6年度

令和

7年度

令和

8年度

令和

9年度

令和

10年度

令和

11年度

（単位：人）

酒田市 庄内町 遊佐町

実績値 予測値

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

平成

29年度

平成

30年度

令和

1年度

令和

2年度

令和

3年度

令和

4年度

令和

5年度

令和

6年度

令和

7年度

令和

8年度

令和

9年度

令和

10年度

令和

11年度

（単位：人）

実績値 予測値
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添付資料３ 事業所数の推移 

 

 

添付資料４ 事業系総排出量の推移 

  

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000
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1年度

令和

2年度

令和

3年度
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令和

7年度
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（単位：事業所）

酒田市 庄内町 遊佐町

実績値 予測値

0
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6,000
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10,000
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16,000
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1年度
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2年度
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3年度
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5年度

令和

6年度

令和

7年度

令和

8年度

令和

9年度

令和

10年度

令和

11年度

（単位：トン）

酒田市 庄内町 遊佐町

実績値 予測値
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添付資料５ 生活系総排出量の推移 

 

 

添付資料６ １事業所当たりのごみ排出量の推移 
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（単位：トン）

酒田市 庄内町 遊佐町

実績値 予測値
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酒田市 庄内町 遊佐町

実績値 予測値
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添付資料７ １人当たりのごみ排出量の推移 

 

 

添付資料８ 総資源化量の推移 
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添付資料９ エネルギー回収量の推移 

 

 

添付資料 10 最終処分量の推移 
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※集落排水施設等には簡易排水施設を含む。 

添付資料 11 生活排水処理形態別人口の内訳の推移 

 

 
※浄化槽汚泥に農業集落排水施設汚泥や簡易排水施設汚泥等を含む 

添付資料 12 し尿・浄化槽汚泥処理量の内訳の推移 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

平成

29年度

平成

30年度

令和

1年度

令和

2年度

令和

3年度

令和

4年度

令和

5年度

令和

6年度

令和

7年度

令和

8年度

令和

9年度

令和

10年度

令和

11年度

（単位：人）

公共下水道 集落排水施設等 合併処理浄化槽等 未処理人口

実績値 予測値

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

平成

29年度

平成

30年度

令和

1年度

令和

2年度

令和

3年度

令和

4年度

令和

5年度

令和

6年度

令和

7年度

令和

8年度

令和

9年度

令和

10年度

令和

11年度

（単位：kL/年）

汲取りし尿量 浄化槽汚泥量

実績値 予測値



 

23 

添付資料 13 地域内の施設の現況と予定（位置図） 
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添付資料 14 ハザードマップ 

 

※最上川洪水ハザードマップより 

 

ごみ処理施設 粗大ごみ処理施設

し尿処理施設付近ハザードマップ
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様式１ 循環型社会形成推進交付金等事業実施計画総括表１ 

 

  

１　地域の概要

（１）地域名

（４）構成市町村等名

２　一般廃棄物の減量化、再生利用の現状と目標

13,453 12,730 13,043 12,736 12,350 11,940 (R5比 -3.3%)

1.92 1.83 1.89 1.85 1.79 1.73 (R5比 -3.4%)

37,772 36,562 35,394 35,003 32,605 30,591 (R5比 -6.2%)

252 246 240 241 228 214 (R5比 -6.1%)

51,225 49,292 48,437 47,739 44,955 42,531 (R5比 -5.4%)

1,837 1,843 1,922 1,957 1,832 1,972

8,474 (15.6%) 7,950 (15.4%) 7,896 (15.6%) 7,597 (15.2%) 5,840 (12.8%) 5,810 (13.5%)

13,174 11,699 13,126 13,506 13,448 13,448

6,118 6,149 5,468 5,279 5,469 5,469

最終処分量 4,701 (9.2%) 4,380 (8.9%) 4,160 (8.6%) 4,113 (8.6%) 3,900 (8.7%) 3,696 (8.7%)

※　別添資料として指標と人口等の要因に関するトレンドグラフを添付する。

一般廃棄物処理計画と目標値が異なる場合に、地域計画と一般廃棄物処理計画との整合性に配慮した内容

酒田地区広域行政組合地域 （２）地域内人口 131,312 人 （３）地域面積 km2

酒田地区広域行政組合、酒田市、庄内町、遊佐町 （５）地域の要件* 人口　面積　沖縄　離島　奄美　豪雪　山村　半島　過疎　その他

（６）構成市町村に一部事務組合等が含まれる場合、
当該組合の状況

組合を構成する市町村：酒田市、庄内町、遊佐町
設立（予定）年月日：平成20年4月1日
設立されていない場合、今後の見通し：

1,060.54

*交付要綱で定める交付対象となる要件のうち、該当する項目全てに○を付ける。

指標・単位　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     年

過去の状況・現状（排出量等に対する割合） 目　標

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和11年度

排出量

事業系　総排出量（トン）

　　　　　　1事業所当たりの排出量（トン/事業所）

生活系　総排出量（トン）

　　　　　　1人当たりの排出量（ｋｇ/人）

合計     事業系生活系の総排出量合計（トン）

埋立最終処分量（トン）

―

再生利用量
直接資源化量（トン）

総資源化量（トン）

エネルギー回収量 エネルギー回収量
（年間の発電電力量　MWH）

（年間の熱利用量　GJ）
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３　一般廃棄物処理施設の現況と更新、廃止、新設の予定
（１）現有施設リスト

施設種別 施設名 事業主体 型式及び処理方式 処理能力（単位） 開始年月 廃止又は休止（予定）年月 解体（予定）年月

焼却施設
酒田地区広域行政組合

ごみ処理施設
酒田地区広域行政組合

流動床式
ガス化溶融炉

196t/日 平成14年4月 ― ―

粗大ごみ処理施設
酒田地区広域行政組合

粗大ごみ処理施設
酒田地区広域行政組合

衝撃せん断併用
回転式

12t/日 平成14年4月 ― ―

ストックヤード
酒田地区広域行政組合

ストックヤード
酒田地区広域行政組合

溶融スラグ
貯留

318㎥
（510ｔ）

平成25年1月 ― ―

し尿処理施設
酒田地区広域行政組合

し尿処理施設
酒田地区広域行政組合

高負荷脱窒素
処理方式

180kL/日 平成元年10月 令和10年3月 ―

不燃物資源化施設
酒田地区広域行政組合

リサイクルセンター
酒田地区広域行政組合 圧縮梱包方式 40t/日 平成元年10月 ― ―

最終処分場
酒田地区広域行政組合

最終処分場
酒田地区広域行政組合

セル工法に基づく
サンドイッチ工法

368,067㎥ 平成3年4月 ― ―

（２）更新（改良）・新設施設リスト

施設種別 施設名 事業主体 型式及び処理方式 処理能力（単位） 竣工予定年月 更新（改良）・新設理由
廃焼却施設解体の有無
及び解体施設の名称

廃焼却施設解体事業
着手（予定）年月
完了（予定）年月

想定される浸水深と対策

プラスチック再
商品化を実施
するための施
設整備事業

備考

汚泥再生
処理センター

酒田地区広域行政組合
汚泥再生処理センター

酒田地区広域行政組合

前脱水＋希釈＋
下水道放流方式

（助燃剤化）
47kL/日 令和10年9月 老朽化・資源化 ― ―

想定される浸水深：3.0m
想定対策：盛土、土嚢や止
水板の準備、中央監視室
や電気室の2階以上への

設置、被害状況により受入
ができない場合は近隣施
設への搬入を要請する等

―

最終処分場
酒田地区広域行政組合

最終処分場
酒田地区広域行政組合

セル工法に基づく
サンドイッチ工法

90,000㎥ 令和12年3月 埋立満了に伴う増設 ― ― ― ―

リサイクルセンター
酒田地区広域行政組合

リサイクルセンター
酒田地区広域行政組合 未定 未定

令和16年3月
（予定）

プラスチック資源の分別収集
及び再商品化の実施

― ― 未定 〇

想定される浸水深と対策 備考

想定される浸水深：3.0m
対策：土嚢や止水板の準備、被害状況により受入が

できない場合は近隣施設への搬入を要請する等

想定される浸水深：3.0m
対策：土嚢や止水板の準備、被害状況により受入が

できない場合は近隣施設への搬入を要請する等

想定される浸水深：3.0m
対策：土嚢や止水板の準備、被害状況により受入が

できない場合は近隣施設への搬入を要請する等

想定される浸水深：3.0m
対策：土嚢や止水板の準備、被害状況により受入が

できない場合は近隣施設への搬入を要請する等

―

―
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目 標
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和11年度

基数 処理人口 開始年度 基数 処理人口 目標年次

93,922 

139,261 

10%

68%

19,037 19,362 19,578 

67%

131,312 133,329 135,129 137,177 

93,776 

18,382 18,751 

70%69%

93,826 93,550 93,123 

71%

未処理人口

合併処理浄化槽等

集落排水施設等
14%14%14%14%14%

4,715 4,631 4,515 4,403 4,316 

3%3%3%

４　生活排水処理の現状と目標

（５　浄化槽の整備の状況と更新、廃止、新設の予定）

※ 計画地域内の施設の状況（現況、予定）を地図上に示したものを添付のこと。

備 考施 設 種 別

指標・単位

過 去 の 状 況 ・ 現 状

※ 参考として指標と人口等の要因に関するトレンドグラフを添付資料11に示す。

事 業 主 体
現 有 施 設 の 内 容 整 備 予 定 基 数 の 内 容

汚水衛生処理率（％）

汚水衛生処理人口（人）

汚水衛生処理率（％）

汚水衛生未処理人口

3%

15,491 16,625 17,751 19,408 21,046 

3%

公共下水道
汚水衛生処理率（％）

汚水衛生処理人口（人）

汚水衛生処理人口（人）

総人口（人）

3%

12,031 

123,422 

95,305 

78%

11,844 

3,765 
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様式２ 循環型社会形成推進交付金等事業実施計画総括表２ 

 

 

単位 開始 終了
令和

5年度
令和

6年度
令和

7年度
令和

8年度
令和

9年度
令和

10年度
令和

5年度
令和

6年度
令和

7年度
令和

8年度
令和

9年度
令和

10年度

2,221,700 0 0 0 0 465,000 1,756,700 609,200 0 0 0 0 127,500 481,700

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

2
酒田地区広
域行政組合

R7 R7 110,000 110,000 110,000 110,000

2
酒田地区広
域行政組合

R8 R8 85,000 85,000 85,000 85,000

3
酒田地区広
域行政組合

R9
(R9)

R10
(R12)

・事業期間は
予定
・事業費は未
定

構成市町：酒田市、庄内町、遊佐町

・事業期間は
予定

0

8,745

327,105 2,272,170 512,654

6,500

3,080 924 2,156

リサイクルセンター整備事業（事業番号3）に係る
施設整備基本計画等策定業務

○リサイクルセンターに関する事業

リサイクルセンター整備事業 3
酒田地区広
域行政組合

未定

3,426,200 1,907,620 3,258,148 12,518 17,201 116,5005,940,197 12,518 17,201 141,858 434,800

（第２期）最終処分場整備事業（事業番号2）に係
る基本設計等業務

（第２期）最終処分場整備事業（事業番号2）に係
る実施設計業務

合     　　計

21,545 15,04521,545 15,045 6,500
汚泥再生処理センター整備事業（事業番号1）に
係る発注支援業務

1
酒田地区広
域行政組合

R6 R7

R6 3,080 924 2,156
汚泥再生処理センター整備事業（事業番号1）に
係る生活環境影響調査業務

1
酒田地区広
域行政組合

R5

8,745
汚泥再生処理センター整備事業（事業番号1）に
係る施設整備基本計画等策定業務

1
酒田地区広
域行政組合

R5 R5 8,745 8,745

2,849 2,8492,849

0

汚泥再生処理センター整備事業（事業番号1）に
係る地質調査業務

1
酒田地区広
域行政組合

R5 R5 2,849

231,219 12,518 17,201 116,500 85,000 0

609,2002,221,700 465,000

○施設整備に関する計画支援事業 231,219 12,518 17,201 116,500 85,000 0 0

1,756,700

t/日
－

(R12)
－

(R15)
0

2,144,670 30,954

○最終処分場に関する事業

（第２期）最終処分場整備事業 2
酒田地区広
域行政組合

90,000 ｍ3 R7
(R7)

R10
(R11)

150,920 2,417,729 0 242,1053,487,278 25,358 349,800 2,961,200

127,500 481,700

汚泥再生処理センター整備事業 1
酒田地区広
域行政組合

47 kL/日 R7 R10

2,961,200 150,9203,487,278 0 0 25,358 349,800○し尿処理に関する事業

事　業　種　別 事業
番号

事業主体
名　　　称

規　模 事業期間 総事業費（千円） 交付対象事業費（千円）
備　　考

事　業　名　称

242,105 2,144,670 30,9542,417,729 0 0 0



 

29 

【参考資料様式５】 

施設概要（最終処分場系） 

都道府県名 山形県  

 

(1) 事業主体名  酒田地区広域行政組合 

(2) 施設名称  （第２期）最終処分場 

(3) 工期  ※1 
 令和７年度 ～ 令和 10 年度 

(全体：令和７年度 ～ 令和 11 年度) 

(4) 処分場面積、容積 総面積 160,000ｍ
2
 埋立面積 10,000ｍ

2
 埋立容積 90,000ｍ

3
 

(5) 処分開始年度 

  及び終了年度 

 埋立開始  令和 12年度 

 埋立終了  令和 26年度 

(6) 跡地利用計画  無し 

(7) 地域計画内の役割  組合管内で発生するごみの安定的な処理・処分 

(8) 廃焼却施設解体 

  工事の有無 
  有    無  

 

(9) 総事業計画額 ※1 
2,221,700 千円(全体：3,100,000 千円) 

うち、交付対象事業費 609,200 千円(全体：850,000 千円) 

 

 

※1 事業が複数の地域計画にまたがる場合、本地域計画期間内の工期、金額を記載し、全体の工期、金額を括弧

書きすること。 
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【参考資料様式６】 

施設概要（し尿処理施設系） 

都道府県名 山形県  

 

(1) 事業主体名  酒田地区広域行政組合 

(2) 施設名称  汚泥再生処理センター 

(3) 工期  ※1  令和７年度 ～ 令和 10 年度 

(4) 施設規模  処理能力  ４７kl／日 

(5) 形式及び処理方式 
 水処理：前脱水＋希釈＋下水道放流方式 

 資源化：汚泥助燃剤化方式 

(6) 地域計画内の役割 

  ※2 

組合圏域で発生するし尿・浄化槽汚泥の適正処理を実施し、汚泥の有効利用

を促進する。 

し尿・浄化槽汚泥と併せて、有機性廃棄物として農業集落排水施設汚泥の処

理を行う。 

(7) 廃焼却施設解体 

  工事の有無 
  有    無  

 

 「汚泥再生処理センター」を整備する場合 

(8) 資源化の方法 汚泥助燃剤化 

(9) 資源化物の利用計画 既存ごみ焼却施設の助燃剤として利用 

 

 「コミュニティ・プラント」を整備する場合 

(10) 計画処理人口及び   

面積 

 人口     人                

 面積     ｍ２ 

(11) 計画地域の性格  

 

(12) 総事業計画額 ※1 
3,487,278 千円 

うち、交付対象事業費 2,417,729 千円 

 

※1 事業が複数の地域計画にまたがる場合、本地域計画期間内の工期、金額を記載し、全体の工期、金額を括

弧書きすること。 

※2 し尿処理施設の基幹的設備改良事業を実施する場合は、二酸化炭素の削減率を記載すること。また、汚泥

再生処理センターを整備する場合は、し尿・浄化槽汚泥と併せて処理する生ごみ等の有機性廃棄物が何で

あるかを記載すること。 
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【参考資料様式８】 

計 画 支 援 概 要（1/3） 

 
都道府県名 山形県  

 

(1) 事業主体名 酒田地区広域行政組合 

(2) 事業目的  汚泥再生処理センター整備のため 

 

 

(3) 事業名称 

 

 

汚泥再生処理センター整備

事業（事業番号 1）に係る地

質調査業務 

汚泥再生処理センター整備

事業（事業番号 1）に係る施

設整備基本計画等策定業務 

汚泥再生処理センター整備

事業（事業番号 1）に係る生

活環境影響調査業務 

 

(4) 事業期間 

※1 

令和５年度 令和５年度 令和５年度～令和６年度 

 

 

 

 

 

(5) 事業概要 

 

 

 

 

 

地質調査業務 
施設整備基本計画策定業務 

PFI 等導入可能性調査業務 
生活環境影響調査業務 

 

(6) 総事業 

計画額 ※1 

2,849 千円 

うち、交付対象事業費 

2,849 千円 

8,745 千円 

うち、交付対事業費 

8,745 千円 

3,080 千円 

うち、交付対象事業費 

3,080 千円 

 

※1 事業が複数の地域計画にまたがる場合、本地域計画期間内の工期、金額を記載し、全体の工期、金額を括

弧書きすること。 
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【参考資料様式８】 

計 画 支 援 概 要（2/3） 

 
都道府県名 山形県  

 

(1) 事業主体名 酒田地区広域行政組合 

(2) 事業目的  汚泥再生処理センター整備のため 

 

 

(3) 事業名称 

 

 

汚泥再生処理センター整備

事業（事業番号 1）に係る発

注支援業務 

  

 

(4) 事業期間 

※1 

令和６年度～令和７年度   

 

 

 

 

 

(5) 事業概要 

 

 

 

 

 

発注支援業務   

 

(6) 総事業 

計画額 ※1 

21,545 千円 

うち、交付対象事業費 

21,545 千円 

  

 

※1 事業が複数の地域計画にまたがる場合、本地域計画期間内の工期、金額を記載し、全体の工期、金額を括

弧書きすること。 

 



 

33 

【参考資料様式８】 

計 画 支 援 概 要（3/3） 

 
都道府県名 山形県  

 

(1) 事業主体名 酒田地区広域行政組合 

(2) 事業目的 （第２期）最終処分場整備のため 

 

 

(3) 事業名称 

 

 

（第２期）最終処分場整備事

業（事業番号 2）に係る基本

設計等業務 

（第２期）最終処分場整備事

業（事業番号 2）に係る実施

設計業務 

 

 

(4) 事業期間 

※1 

令和７年度 令和８年度  

 

 

 

 

 

(5) 事業概要 

 

 

 

 

 

測量業務、地質調査業務、

生活環境影響調査業務、 

基本設計業務 

実施設計業務  

 

(6) 総事業 

計画額 ※1 

110,000 千円 

うち、交付対象事業費 

110,000 千円 

85,000 千円 

うち、交付対象事業費 

85,000 千円 

 

 

※1 事業が複数の地域計画にまたがる場合、本地域計画期間内の工期、金額を記載し、全体の工期、金額を括

弧書きすること。 

 

 


